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監 査 公 表

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

総 務 管 理 課 平成１６年１１月５日

人 事 課 平成１６年１１月１日

財 政 課 〃

税 務 課 〃

私 学 文 書 課 平成１６年１０月１９日

市 町 村 課 平成１６年１０月１５日

行 政 シ ス テ ム 改 革 課 平成１６年１１月１０日

企 画 調 整 課 平成１６年１１月５日

交 通 対 策 課 平成１６年１０月１３日

国 際 交 流 課 〃

統 計 課 〃

情 報 政 策 課 〃

秘 書 課 平成１６年１１月１０日

広 報 広 聴 課 平成１６年１０月２２日

県 民 生 活 課 平成１６年１１月５日

消 防 防 災 安 全 課 平成１６年１０月１９日

男 女 参 画 課 平成１６年１０月１５日

県 民 活 動 推 進 課 〃

人 権 対 策 課 平成１６年１０月２０日

環 境 政 策 課 平成１６年１０月１３日

廃 棄 物 対 策 課 〃

自 然 保 護 課 平成１６年１０月１９日

保 健 福 祉 課 平成１６年１１月５日

健 康 増 進 課 平成１６年１０月２０日

薬 務 衛 生 課 平成１６年１１月１日

子 育 て 支 援 課 平成１６年１１月１０日

障 害 福 祉 課 平成１６年１０月１２日

長 寿 介 護 課 〃

産 業 政 策 課 平成１６年１１月５日

労 政 雇 用 課 平成１６年１０月２０日

産 業 創 出 課 平成１６年１１月１０日

経 営 支 援 課 平成１６年１０月２２日

観 光 課 平成１６年１０月１９日

町 並 博 推 進 課 平成１６年１０月２２日

農 政 課 平成１６年１１月１０日

農 業 経 済 課 平成１６年１０月１２日

農 地 整 備 課 平成１６年１０月２６日

農 業 経 営 課 〃

農 産 園 芸 課 平成１６年１０月１８日

畜 産 課 平成１６年１０月２２日

林 業 政 策 課 平成１６年１０月１８日

森 林 整 備 課 〃

漁 政 課 〃

水 産 課 〃

漁 港 課 〃

土 木 管 理 課 平成１６年１１月５日

用 地 課 平成１６年１０月１２日

河 川 課 平成１６年１１月１日

水 資 源 対 策 課 〃

港 湾 海 岸 課 平成１６年１０月１２日

砂 防 課 平成１６年１０月１９日

道 路 建 設 課 平成１６年１０月２６日

道 路 維 持 課 〃

高 速 道 路 課 〃

都 市 計 画 課 〃

都 市 整 備 課 〃
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建 築 住 宅 課 平成１６年１０月１２日

出 納 事 務 局 平成１６年１１月５日

人 事 委 員 会 事 務 局 平成１６年１０月１５日

議 会 事 務 局 平成１６年１０月２０日

監 査 事 務 局 平成１６年１１月５日

教 育 総 務 課 平成１６年１１月１０日

生 涯 学 習 課 平成１６年１１月１日

義 務 教 育 課 平成１６年１０月１９日

高 校 教 育 課 平成１６年１０月２２日

人 権 教 育 課 平成１６年１０月２０日

障 害 児 教 育 課 〃

文 化 振 興 課 平成１６年１１月１０日

文 化 財 保 護 課 〃

保 健 ス ポ ー ツ 課 平成１６年１１月１日

地 方 労 働 委 員 会 事 務 局 平成１６年１０月１５日

警 察 本 部 平成１６年１１月２日

（監査の結果）

平成１５年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を

実施したところ、おおむね良好であったが、一部の課において次の

事項が認められた。

１ 愛媛県電子申請システム開発業務委託の契約手続（予定価格の

算定根拠、入札時の委任状の確認）に留意を要するものが認めら

れた。なお、本件業務委託契約の落札額は、予定価格の１０分の１

以下と極めて安価な額であるものの、開発業者１者との随意契約

としかなり得ない当該システムの管理運営経費の後年度負担を考

慮すれば、開発経費に係る価格競争のみの入札は経済性に疑義が

残る。今後、情報システム等同種のシステムを新規開発する場合

には、ライフサイクルコストベースでの価格評価を前提とした総

合評価方式等の新たな入札制度の導入を検討されたい。

（情報政策課）

２ 生活安定福祉資金における生活安定資金貸付金については、償

還金未収入金の収入確保になお一層の努力が望まれる。

（保健福祉課）

３ 児童扶養手当の返還金未収入金については、収入確保になお一

層の努力が望まれる。 （子育て支援課）

４ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償

還金については、適期収入に留意するとともに滞納繰越分の整理

についてもなお一層の努力が望まれる。

（収入未済額１０５，８４０，７１０円（うち滞納繰越分９２，５４７，３１８円））

なお、貸付の実行にあたっては、貸付金償還金が本特別会計に

おける貸付金の財源であることを、資金借受者に十分説明するな

ど、収入未済額の発生を未然に防止する効果的な対策を講じられ

たい。 （子育て支援課）

５ 母子寡婦福祉資金貸付金に係る違約金の不徴収の承認手続に留

意を要するものが認められた。 （子育て支援課）

６ 中小企業振興資金特別会計における高度化資金貸付金償還金及

び施設共同化資金貸付金償還金については、滞納繰越分の整理に

なお一層の努力が望まれる。 （経営支援課）

７ 中小企業振興資金特別会計における繊維工業構造改善資金貸付

金償還金については、適期収入に留意するとともに滞納繰越分の

整理についても努力が望まれる。 （経営支援課）

８ 中小企業振興資金特別会計における設備近代化資金貸付金償還

金については、適期収入に留意するとともに滞納繰越分の整理に

ついても一層の努力が望まれる。 （経営支援課）

９ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金につ

いては、滞納繰越分の整理に一層の努力が望まれる。

（林業政策課）

１０ 県有林経営事業特別会計の執行については、平成１４年度に引き

続き、公有林造林資金を施業転換資金に借り換え、借入金利子の

縮減を図るなど、県営林経営改善計画に基づいた経営改善の取組

がなされた結果、単年度の歳入歳出差引歳入不足額は、前年度に

比べて減少している。

しかしながら、歳入歳出差引歳入不足額については、昭和５９年

度以降、毎年度繰上充用の措置が講じられ、平成１５年度決算では

１９億円余となっており、収支の不均衡が拡大していることから、

今後とも健全な経営に向けてなお一層の努力が望まれる。

（森林整備課）

１１ 住宅貸付損害金については、適期収入に留意するとともに滞納

繰越分の整理についてもなお一層の努力が望まれる。

（建築住宅課）

１２ 奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金については、

適期収入に留意するとともに滞納繰越分の整理についてもなお一

層の努力が望まれる。 （教育総務課）

１３ 地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金については、

適期収入に留意するとともに滞納繰越分の整理についても一層の

努力が望まれる。 （人権教育課）
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